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原子力災害対策指針改定に関する質問 

（2015年 4月 2日会合用） 

 

１． 福島原発事故時に SPEEDIが機能しなかったのでこれは使わず、実測モ

ニタリングによって避難・一次退避などの判断を行うと説明しているが、

福島原発事故時に SPEEDIが機能しなかった理由を原子力規制委員会は

どのように認識しているのか。 

２． SPEEDIではなく、実測モニタリングによって判断を行うということは、

被曝する前の避難やヨウ素剤の服用等の防護措置ができず、被曝してか

らの防護措置となると考えられるがいかがか。 

３． 原子力防災計画等の策定にあたり、SPEEDI の使用の可否の判断をする

のは、どの部署か。 

４． 原子力災害対策指針改定案において、現行規定にある PPAの概念を削除

しているのはなぜか。 

５． 指針の現行規定では、「・・・以上を踏まえて、PPAの具体的な範囲およ

び必要とされる防護措置の実施の判断の考え方については、今後、原子

力規制委員会において、・・・検討し、本指針に記載する」としている。 

PPA の具体的な範囲については、改定案のどこに記載しているか。記載

していないとすれば、それはなぜか。 

６． 新旧対照表の p.6 にある、「原子力施設から著しく異常な水準で放射性物

質が放出され、又はそのおそれがある場合には、…範囲以外においても

屋内退避を実施する」とある。 

１）防護措置を「屋内退避」に限定している理由は何か。 

２）ヨウ素剤の事前配布を行わない理由は何か。 

３）屋内退避指示を出す基準は何か。 

４）「又はそのおそれがある場合」についてはどのように判断するのか。 

７． ３月４日の原子力規制委員会配布資料の資料１別添２「UPZ 外の防護対

策について」p.2 において、「放射性物質による影響は、・・・放出源から

の距離に応じて減少する」としている。このように同心円状に影響が減

少するという考え方は、福島原発事故の教訓を踏まえていないのではな

いか。 

８． ３月４日の原子力規制委員会配布資料の資料１別添２「UPZ 外の防護対



策について」３．（１）（p.4）において、OIL2 について「緊急時モニタ

リングにより得られる空間放射線量率（１時間値）が OIL2の基準値を超

えたときから起算して概ね１日が経過した時点の空間線量率（１時間値）

で判断することが実効的である。これによりプルーム通過時の一時的な

急上昇の影響を可能な限り除外した空間放射線量率に基づいて判断する

ことができる」としている。 

これでは、空間線量率 20マイクロシーベルト／時を超えたとしても、１

日程度たたないと一時移転の判断ができず、避難指示の遅れ、放射線影

響の過小評価、住民への被曝を強いる結果につながると考えられるがい

かがか。 

 

＜追加質問＞ 

９． 緊急時モニタリングに関して、現行指針では、「国は、すべての解析及び

評価の結果を分かりやすく、かつ迅速に公表する」となっているが、改

定案では、「国は、集約及び共有した緊急時モニタリング結果を分かりや

すく、かつ迅速に公表する」と「すべての」という言葉が削除されてい

る。 

１） 公表しないモニタリング・データもあるということか。 

２） その場合、どのようなモニタリング・データを公表しないことを想

定しているのか。 

１０．屋内退避の措置が取られる場合要援護者などへの対応に関する指針・規

準は策定されているのか。 
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